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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第３四半期 
連結累計期間

第８期
第３四半期 
連結累計期間

第７期
第３四半期 
連結会計期間

第８期 
第３四半期 
連結会計期間

第７期

会計期間

自 平成21年
  ４月１日 
至 平成21年 
  12月31日

自 平成22年
  ４月１日 
至 平成22年 
  12月31日

自 平成21年
  10月１日 
至 平成21年 
  12月31日

自 平成22年 
  10月１日 
至 平成22年 
  12月31日

自 平成21年
  ４月１日 
至 平成22年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 90,352 122,690 31,627 43,594 126,249 

経常利益 (百万円) 5,687 17,055 2,867 6,735 9,337 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,930 10,220 1,318 4,305 4,017 

純資産額 (百万円) ― ― 82,203 93,124 85,167 

総資産額 (百万円) ― ― 145,284 169,387 149,480 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 607.09 688.82 628.29 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 15.23 80.85 10.43 34.05 31.70 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 15.23 80.84 10.43 34.05 31.70 

自己資本比率 (％) ― ― 52.8 51.4 53.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 7,649 16,420 ― ─ 14,892 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,636 △2,377 ― ― △6,155

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,222 △2,001 ― ― △684

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 30,502 46,967 35,425 

従業員数 (名) ― ― 4,004 4,043 3,998 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、当第３四半期連結会計期間末後に鉄道車両用ブレーキ・ドア装置の製造・販売を目的として中国

に江蘇納博特斯克今創軌道設備有限公司(資本金1,800百万円、出資比率50％)を設立しました。当該連結

子会社は特定子会社に該当しております。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。  

２ 臨時従業員数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しています。  

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しています。  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 4,043 

従業員数(名) 1,983 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

  
(2) 受注実績 

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

  
(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３ 総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(百万円)
前年同四半期比

(％)

精密機器事業 8,778 ─

輸送用機器事業 12,396 ─

航空・油圧機器事業 15,069 ─

産業用機器事業 7,631 ─

合計 43,875 ─

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比 
(％)

精密機器事業 7,876 ─ 8,485 ─

輸送用機器事業 11,981 ─ 24,069 ─

航空・油圧機器事業 14,034 ─ 24,109 ─

産業用機器事業 8,874 ─ 10,356 ─

合計 42,766 ─ 67,021 ─

セグメントの名称 販売高(百万円)
前年同四半期比 

(％)

精密機器事業 8,654 ─

輸送用機器事業 13,087 ─

航空・油圧機器事業 14,826 ─

産業用機器事業 7,025 ─

合計 43,594 ─
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当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  
  

当第３四半期連結会計期間において、契約期間を変更したのは次のとおりです。 

  
  技術供与に関する契約 

 
  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

契約会社名 技術供与先 契約の対象 締結契約発効年月 契約期間

ナブテスコ 
株式会社 

韓国 
宇利電機株式会社 

鉄道車両用両開き空気圧ドアエンジ
ン装置 

平成４年10月 平成24年10月迄

韓国 
現代エレベータ株式会社 

ホームドア装置、可動柵装置 平成11年10月 平成23年10月迄
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(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間における世界経済は、欧州諸国の財政問題の長期化という不安材料があ

るものの、米国の金融・財政政策の追加措置や、中国をはじめとする新興国の著しい経済成長に牽引

され景気は緩やかながら回復を続けました。  

  一方、わが国経済は、円高の長期化やデフレ経済の進行など依然として予断を許さない状況が続く

中、新興国への輸出が増加するなど、一部に明るい兆しが見られました。 

このような状況の中、当社グループの業績は以下のような結果となりました。 

  
(売上高・営業利益) 

当第３四半期連結会計期間の売上高は前年同四半期比11,966百万円(37.8％)増加の43,594百万円、

営業利益は同3,521百万円(139.1％)増加の6,053百万円となり、売上高営業利益率は同5.9ポイント改

善の13.9％となりました。 

  
    セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  
 ① 精密機器事業 

精密機器事業の売上高は8,654百万円、営業利益は1,961百万円となりました。  

  精密減速機は、主として新興国における自動車販売台数の増加見通しに伴う自動車メーカーの積極

的な設備投資により産業用ロボットの需要が伸長し、増収となりました。 
  

 ② 輸送用機器事業 

輸送用機器事業の売上高は13,087百万円、営業利益は1,863百万円となりました。  

  鉄道車両用機器は、中国向けが増加し増収となりました。自動車用機器についてもトラックメーカ

ーの国内及び新興国向けの増産により増収となりました。一方、舶用機器は、世界の新造船建造隻数

は堅調に推移したものの、為替の影響を受け減収となりました。 
  

 ③ 航空・油圧機器事業 

航空・油圧機器事業の売上高は14,826百万円、営業利益は1,622百万円となりました。  

  油圧機器は、中国での旺盛な建機需要が継続し、増収となりました。航空機器は、防衛需要向けが

堅調に推移し、増収となりました。 
  

 ④ 産業用機器事業 

産業用機器事業の売上高は7,025百万円、営業利益は606百万円となりました。  

  自動ドア分野は、国内建築需要の低迷が続き、売上はほぼ横ばいとなりました。包装機械につきま

しても、引き続き需要が低迷しており減収となりました。専用工作機は、中国・韓国における需要が

増加したため、増収となりました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(経常利益) 

当第３四半期連結会計期間の経常利益は前年同四半期比3,867百万円(134.9％)増加の6,735百万円

となりました。 

  主な増加要因は、前述の通り営業利益が増加したことによるものでありますが、持分法適用関連会

社の業績が改善されたこともあり営業外収益は前年同四半期比453百万円増加の860百万円、営業外費

用は為替変動による影響により前年同四半期比106百万円増加の178百万円となりました。 

  
(四半期純利益) 

当第３四半期連結会計期間の四半期純利益は前年同四半期比2,986百万円(226.5％)増加の4,305百

万円となりました。  

  特別利益は前年同四半期比185百万円減少の3百万円、特別損失は前年同四半期比701百万円減少の

79百万円となりました。以上の結果、税金等調整前四半期純利益は6,659百万円と前年同四半期比

4,384百万円の増益となりました。  

  法人税等は前年同四半期比1,341百万円増加の2,142百万円となり、少数株主利益は前年同四半期比

56百万円増加の211百万円となりました。 

  
  

(2) 財政状態の分析 

(資産) 

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は109,348百万円、固定資産は60,038百万円であり、その

結果、総資産は169,387百万円と前連結会計年度末比19,906百万円の増加となりました。主な増加要

因は、現金及び預金の増加2,037百万円、受取手形及び売掛金の増加5,566百万円、有価証券の増加

9,498百万円、たな卸資産の増加2,409百万円等であります。 

  
(負債) 

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は66,923百万円、固定負債は9,339百万円であり、その結

果、負債合計は76,263百万円と前連結会計年度末比11,949百万円の増加となりました。主な増加要因

は、支払手形及び買掛金の増加6,827百万円、未払法人税等の増加3,725百万円等であります。 

  
(純資産) 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は93,124百万円であり、自己資本は87,088百万円と前連

結会計年度末比7,684百万円の増加となりました。主な増加要因は、四半期純利益10,220百万円によ

る利益剰余金の増加等であります。一方、主な減少要因は、配当による利益剰余金の減少1,779百万

円等であります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、営業活動

により獲得した資金5,160百万円を主に設備投資、配当金の支払等に充てた結果、前年同四半期連結

会計期間末に比べ16,464百万円(54.0％)増加し、46,967百万円となりました。 

  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比3,376

百万円収入が増加し、5,160百万円の資金の増加となりました。これは主に税金等調整前四半期純利

益、減価償却費、仕入債務の増加等によるものであります。 

  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比326百

万円支出が増加し、1,045百万円の資金の減少となりました。これは主に有形固定資産の取得等によ

るものであります。 

  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比2,862

百万円支出が増加し、1,224百万円の資金の減少となりました。これは主に配当金の支払等によるも

のであります。 

  
  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題につい

て、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  
  
  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は996百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれていません。 

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

ナブテスコ㈱
津工場 

(三重県津市)
精密機器 
事業 

製造設備 477 ― 自己資金 平成22年11月 平成23年４月
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
(注) １ 「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

     ２ 平成22年８月31日の取締役会決議により、会社法第195条第１項の規定に基づき定款を変更し、平成22年10

月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更しております。 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①  新株予約権付社債 

  会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであ

ります。 

 
(注)  本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは、本社債の償還に代えて本新株予約権の行使

に際して払込をなすべき額を払込とする請求があったものとみなす。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 127,212,607 127,212,607 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。 

計 127,212,607 127,212,607 ― ―

2011年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 (平成18年12月15日発行) 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年12月31日) 

新株予約権付社債の残高 (百万円) 11,000 

新株予約権の数 (個) 11,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 5,500,000 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり 2,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月29日 
至 平成23年12月１日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格   2,000 
資本組入額 1,000 

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 特になし 

代用払込みに関する事項 (注) 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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②  新株予約権(株式報酬型) 

  会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

 
(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数 

     新株予約権１個につき目的となる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は1,000株とする。ただし、割
当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行う。 
          調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 
なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数に
ついて行われ、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切捨てる。また、上記の他、当社が合
併、会社分割又は株式交換を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当
社は、取締役会において必要と認める付与株式数の調整を合理的な範囲で行うことができるものとする。 

   ２ 新株予約権の行使の条件 

     ① 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日以内(10日目
が休日に当たる場合には翌営業日まで)に限り、新株予約権を行使することができる。 

     ② 新株予約権の行使は、割当てを受けた新株予約権の数の全部を一括して行使するものとする。 
     ③ 割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新株予約権者の直接の法定相続人のうち１名に限

り、当該新株予約権者の権利を相続することができる。   
     ④ その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議により、当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

   ３ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

     当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会
社となる場合に限る。)、又は株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)
(以上を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前
において残存する新株予約権を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１
項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権をそれぞれ交付
することとする。 

     ① 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
  再編対象会社の普通株式とする。 

     ② 新株予約権の目的である再編対象会社の数 
  組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記 (注) １に準じて決定する。 

     ③ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記
②に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と
する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再
編対象会社の株式１株当たり１円とする。 

     ④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記の新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、上記の新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

     ⑤ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす
る。 

  

平成21年７月30日 取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年12月31日) 

新株予約権の数 (個) 92 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 92,000  (注) １ 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １

新株予約権の行使期間 
自 平成21年８月22日 
至 平成46年８月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格  1,026 
資本組入額    513 

新株予約権の行使の条件 (注) ２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注) ３ 
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(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数 

     新株予約権１個につき目的となる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は1,000株とする。ただし、割
当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行う。 
          調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 
なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数に
ついて行われ、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切捨てる。また、上記の他、当社が合
併、会社分割又は株式交換を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当
社は、取締役会において必要と認める付与株式数の調整を合理的な範囲で行うことができるものとする。 

   ２ 新株予約権の行使の条件 

     ① 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日以内(10日目
が休日に当たる場合には翌営業日まで)に限り、新株予約権を行使することができる。 

     ② 新株予約権の行使は、割当てを受けた新株予約権の数の全部を一括して行使するものとする。 
     ③ 割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新株予約権者の直接の法定相続人のうち１名に限

り、当該新株予約権者の権利を相続することができる。   
     ④ その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議により、当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

   ３ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

     当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会
社となる場合に限る。)、又は株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)
(以上を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前
において残存する新株予約権を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１
項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権をそれぞれ交付
することとする。 

     ① 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
  再編対象会社の普通株式とする。 

     ② 新株予約権の目的である再編対象会社の数 
  組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記 (注) １に準じて決定する。 

     ③ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記
②に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と
する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再
編対象会社の株式１株当たり１円とする。 

     ④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記の新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、上記の新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

     ⑤ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす
る。 

  

平成22年７月30日 取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年12月31日) 

新株予約権の数 (個) 70 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 70,000  (注) １ 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １

新株予約権の行使期間 
自 平成22年８月21日 
至 平成47年８月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格   1,286 
資本組入額    643 

新株予約権の行使の条件 (注) ２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注) ３ 
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

  該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

  該当事項はありません。 

        

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

  

(6) 【大株主の状況】 

当第３四半期会計期間において、以下の法人から変更報告書が提出されていますが、当社として当第

３四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。 

 
(注)  株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループの変更報告書は、以下の法人による連名での提出であります。 

         １) 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

         ２) 三菱ＵＦＪセキュリティーズインターナショナル                          

         ３) 三菱ＵＦＪ投信株式会社 

         ４) 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社                           

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年12月31日 ― 127,212 ― 10,000 ― 24,690 

氏名又は名称 提出日
保有株券等の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ (注) 平成22年12月20日 4,971 3.90 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれており、また相互保有株式が次のと

おり含まれています。 

大力鉄工株式会社           580株 

ナブコシステム株式会社     393株 
  

     ２ 平成22年８月31日の取締役会決議により、会社法第195条第１項の規定に基づき定款を変更し、平成22年10

月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
 普通株式 116,000 
(相互保有株式) 
 普通株式  20,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 
 普通株式 
      125,917,000 

125,917 ― 

単元未満株式 
 普通株式 
        1,159,607 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 127,212,607 ― ―

総株主の議決権 ― 125,917 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ナブテスコ株式会社 

東京都港区 
海岸一丁目９―18 116,000 ― 116,000 0.09 

(相互保有株式) 
旭光電機株式会社 

神戸市中央区 
元町通五丁目７―20 15,000 ― 15,000 0.01 

(相互保有株式) 
大力鉄工株式会社 

神戸市東灘区 
田中町四丁目９―２ 5,000 ― 5,000 0.00 

計 ― 136,000 ― 136,000 0.10 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 1,296 1,241 1,472 1,429 1,452 1,417 1,425 1,609 1,764 

最低(円) 1,156 1,098 1,207 1,243 1,239 1,272 1,332 1,375 1,539 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年 内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

います。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半

期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けています。 

  なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22

年７月１日をもって、有限責任 あずさ監査法人となりました。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,078 11,040

受取手形及び売掛金 41,684 36,117

有価証券 33,998 24,499

商品及び製品 3,744 3,160

仕掛品 6,706 5,473

原材料及び貯蔵品 7,225 6,632

繰延税金資産 2,168 2,115

その他 821 926

貸倒引当金 △78 △73

流動資産合計 109,348 89,893

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 16,637 17,322

機械装置及び運搬具（純額） 10,269 10,101

工具、器具及び備品（純額） 1,729 1,808

土地 14,350 14,393

建設仮勘定 408 475

有形固定資産合計 ※１  43,395 ※１  44,102

無形固定資産 1,069 1,192

投資その他の資産   

投資有価証券 13,805 12,302

繰延税金資産 491 490

その他 1,457 1,687

貸倒引当金 △180 △187

投資その他の資産合計 15,573 14,292

固定資産合計 60,038 59,587

資産合計 169,387 149,480
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 31,274 24,447

短期借入金 9,016 8,920

1年内償還予定の社債 11,000 －

未払法人税等 4,576 851

製品保証引当金 1,203 822

その他 9,852 8,569

流動負債合計 66,923 43,610

固定負債   

社債 － 11,000

退職給付引当金 7,716 8,000

役員退職慰労引当金 121 143

環境対策引当金 484 572

繰延税金負債 346 232

負ののれん 90 144

その他 579 608

固定負債合計 9,339 20,702

負債合計 76,263 64,313

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 17,448 17,467

利益剰余金 61,095 52,662

自己株式 △641 △695

株主資本合計 87,902 79,434

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,291 1,290

繰延ヘッジ損益 2 △1

為替換算調整勘定 △2,108 △1,319

評価・換算差額等合計 △813 △30

新株予約権 135 73

少数株主持分 5,900 5,689

純資産合計 93,124 85,167

負債純資産合計 169,387 149,480
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 90,352 122,690

売上原価 70,297 91,492

売上総利益 20,054 31,197

販売費及び一般管理費 ※１  15,039 ※１  15,686

営業利益 5,015 15,511

営業外収益   

受取利息 71 61

受取配当金 95 81

受取賃貸料 219 186

持分法による投資利益 344 1,713

その他 215 250

営業外収益合計 945 2,293

営業外費用   

支払利息 82 69

為替差損 93 574

その他 98 104

営業外費用合計 273 748

経常利益 5,687 17,055

特別利益   

固定資産売却益 5 76

投資有価証券売却益 189 0

貸倒引当金戻入額 25 18

特別利益合計 221 95

特別損失   

固定資産処分損 94 152

減損損失 401 －

投資有価証券売却損 3 －

投資有価証券評価損 5 0

ゴルフ会員権売却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 0 2

環境対策引当金繰入額 － 64

事業構造改善費用 742 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26

解約補償金 － 221

特別損失合計 1,248 468

税金等調整前四半期純利益 4,660 16,682

法人税等 2,187 5,663

少数株主損益調整前四半期純利益 － 11,018

少数株主利益 541 798

四半期純利益 1,930 10,220
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 31,627 43,594

売上原価 24,289 32,172

売上総利益 7,338 11,422

販売費及び一般管理費 ※１  4,806 ※１  5,368

営業利益 2,532 6,053

営業外収益   

受取利息 19 22

受取配当金 15 34

受取賃貸料 83 60

持分法による投資利益 268 660

その他 19 82

営業外収益合計 407 860

営業外費用   

支払利息 27 26

為替差損 2 118

その他 41 33

営業外費用合計 72 178

経常利益 2,867 6,735

特別利益   

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 188 0

貸倒引当金戻入額 － 2

特別利益合計 188 3

特別損失   

固定資産処分損 32 79

投資有価証券売却損 3 －

投資有価証券評価損 1 －

ゴルフ会員権売却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 0 0

事業構造改善費用 742 －

特別損失合計 781 79

税金等調整前四半期純利益 2,274 6,659

法人税等 801 2,142

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,516

少数株主利益 155 211

四半期純利益 1,318 4,305
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,660 16,682

減価償却費 3,986 3,951

のれん償却額 △54 △54

株式報酬費用 46 68

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △619 △282

受取利息及び受取配当金 △166 △142

支払利息 82 69

持分法による投資損益（△は益） △344 △1,713

固定資産売却損益（△は益） △5 △76

固定資産処分損益（△は益） 94 152

減損損失 401 －

投資有価証券売却損益（△は益） △185 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 5 0

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 0

ゴルフ会員権評価損 0 2

事業構造改善費用 742 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26

解約補償金 － 221

売上債権の増減額（△は増加） 8 △4,901

たな卸資産の増減額（△は増加） 605 △2,697

仕入債務の増減額（△は減少） △1,447 7,228

その他 △497 △506

小計 7,300 18,031

利息及び配当金の受取額 243 442

利息の支払額 △85 △77

解約補償金の支払額 － △135

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 190 △1,839

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,649 16,420

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △25 △10

定期預金の払戻による収入 － 15

有形固定資産の取得による支出 △5,162 △2,439

有形固定資産の売却による収入 12 190

無形固定資産の取得による支出 △131 △165

投資有価証券の取得による支出 △537 △9

投資有価証券の売却による収入 465 0

関係会社株式の取得による支出 － △150

その他 △257 190

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,636 △2,377

― 20 ―



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,638 107

自己株式の取得による支出 △57 △27

自己株式の売却による収入 12 54

配当金の支払額 △1,016 △1,779

少数株主への配当金の支払額 △354 △356

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,222 △2,001

現金及び現金同等物に係る換算差額 △32 △499

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,203 11,542

現金及び現金同等物の期首残高 27,299 35,425

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  30,502 ※１  46,967
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

 
  
【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  
【簡便な会計処理】 

  

 
  
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

連結子会社の数 31社  

  第１四半期連結会計期間より、新たに設立した納博特斯克(上海)伝動設備商貿有限公司を連結の範囲に含

めております。 

２ 会計処理基準に関する事項の変更 

 (1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号 平成20年３月10日)

を適用しています。  

  これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

 (2) 資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を

適用しています。 

  これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ３百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は29百万円

減少しています。 

 

 

 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

 (四半期連結損益計算書関係)  

  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。 

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

 (四半期連結損益計算書関係)  

  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適

用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日)

１ 棚卸資産の評価方法 

      四半期連結会計期間末における棚卸高は、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として、合理的な方法によ

り算定しています。 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

１ 税金費用の計算 

  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 

  なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しています。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

  

第３四半期連結会計期間 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額   76,831百万円 

  ２  保証債務等 

      連結会社以外の会社の金融機関のリース債務の
保証に対し、経営指導念書の差入れを行ってい
ます。 

           Harmonic Drive L.L.C.     ６百万円 
                    (80千米ドル) 

 

 

※１  有形固定資産の減価償却累計額   75,356百万円 

  ２  保証債務等  

      連結会社以外の会社の金融機関のリース債務の
保証に対し、経営指導念書の差入れを行ってい
ます。 

           Harmonic Drive L.L.C.     13百万円 
                   (149千米ドル) 

 

 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１  販売費及び一般管理費の主なもの 

    給与賃金           3,882百万円 

    賞与             1,237 〃  

    退職給付費用          472 〃  

    役員退職慰労引当金繰入額     33 〃  

    研究開発費          2,609 〃  

    旅費交通費           694 〃  

※１  販売費及び一般管理費の主なもの 

    給与賃金           3,912百万円 

    賞与             1,267 〃  

    退職給付費用          441 〃  

    役員退職慰労引当金繰入額     27 〃  

    研究開発費          2,840 〃  

    旅費交通費           835 〃  

 

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

※１  販売費及び一般管理費の主なもの 

    給与賃金           1,264百万円 

    賞与               378 〃  

    退職給付費用          151 〃  

    役員退職慰労引当金繰入額      5 〃  

    研究開発費           873 〃  

    旅費交通費           236 〃  

※１  販売費及び一般管理費の主なもの 

    給与賃金           1,283百万円 

    賞与               477 〃  

    退職給付費用          148 〃  

    役員退職慰労引当金繰入額     10 〃  

    研究開発費            953 〃  

    旅費交通費           304 〃  
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日) 

  
１ 発行済株式に関する事項 

 
  
２ 自己株式に関する事項 

 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

  ストック・オプションとしての新株予約権 

 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  
５ 株主資本の著しい変動に関する事項 
    
    該当事項はありません。 

  

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 10,629百万円

有価証券 19,999  〃

計 30,628百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △126  〃

現金及び現金同等物 30,502百万円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 13,078百万円

有価証券 33,998  〃

計 47,076百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △108  〃

現金及び現金同等物 46,967百万円

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 127,212,607 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 781,421 

会社名
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数
(株)

当第３四半期 
連結会計期間末残高 

(百万円)

提出会社 ― ― 135 

合計 ― 135 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 635 ５ 平成22年３月31日 平成22年６月25日

平成22年10月29日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,143 ９ 平成22年９月30日 平成22年12月８日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。  

２  各事業の主な製品 

    (1) 精密機器事業…………精密減速機、精密アクチュエーター、三次元光造形装置、 

                        真空装置、高性能熱制御デバイス 

    (2) 輸送用機器事業………鉄道車両用ブレーキ装置、鉄道車両用自動扉装置、自動車用エアブレーキ装置、

                        舶用主推進機制御装置 

    (3) 航空・油圧機器事業…航空機用機器、減速機付油圧モーター、風力発電機用駆動装置 

    (4) 産業用機器事業………建物用自動扉装置、自動充填包装機械、鍛圧機械、工作機械 

３  営業費用の中の共通費はすべて各セグメント別に配賦しています。 

４  (会計方針の変更) 

たな卸資産処分損については、従来、営業外費用に区分掲記していましたが、収益性低下による簿価切下げ

に係わるたな卸資産評価損を売上原価に計上していることに対応し、収益性低下を起因として実施したたな

卸資産処分損については、第１四半期連結会計期間より売上原価に計上しています。これにより、従来の方

法によった場合と比べ、営業利益が「精密機器事業」は11百万円、「輸送用機器事業」は175百万円、「航

空・油圧機器事業」は23百万円、「産業用機器事業」は16百万円それぞれ減少しています。 

  
  

  

 
精密 

機器事業 
(百万円)

輸送用
機器事業 
(百万円)

航空・油圧
機器事業 
(百万円)

産業用
機器事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高     

(1)外部顧客に対する 
売上高 4,216 10,188 10,467 6,755 31,627 ― 31,627 

(2)セグメント間の 
内部売上高又は振替高 5 65 74 40 186 (186) ―

計 4,221 10,254 10,542 6,795 31,814 (186) 31,627 

営業利益 591 668 655 617 2,532 ― 2,532 

 
精密 

機器事業 
(百万円)

輸送用
機器事業 
(百万円)

航空・油圧
機器事業 
(百万円)

産業用
機器事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高     

(1)外部顧客に対する 
売上高 9,839 30,828 30,060 19,622 90,352 ― 90,352 

(2)セグメント間の 
内部売上高又は振替高 7 167 189 116 481 (481) ―

計 9,847 30,996 30,250 19,739 90,833 (481) 90,352 

営業利益又は営業損失(△) △228 2,439 1,466 1,337 5,015 ― 5,015 
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

    (1) アジア………………中国、タイ、韓国、シンガポール 

    (2) 北米…………………アメリカ 

    (3) ヨーロッパ…………ドイツ、オランダ 

３  営業費用の中の共通費はすべて各セグメント別に配賦しています。 

４  (会計方針の変更) 

たな卸資産処分損については、従来、営業外費用に区分掲記していましたが、収益性低下による簿価切下げ

に係わるたな卸資産評価損を売上原価に計上していることに対応し、収益性低下を起因として実施したたな

卸資産処分損については、第１四半期連結会計期間より売上原価に計上しています。これにより、従来の方

法によった場合と比べ、「日本」の営業利益が226百万円減少しています。 

  

 
日本 

(百万円)
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

(1)外部顧客に対する 
売上高 25,645 3,764 1,741 477 31,627 ― 31,627 

(2)セグメント間の 
内部売上高又は振替高 3,013 317 304 16 3,651 (3,651) ―

計 28,658 4,081 2,045 493 35,279 (3,651) 31,627 

営業利益 1,966 444 70 50 2,532 ― 2,532 

 
日本 

(百万円)
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

(1)外部顧客に対する 
売上高 71,209 11,490 5,376 2,276 90,352 ― 90,352 

(2)セグメント間の 
内部売上高又は振替高 7,393 871 878 42 9,185 (9,185) ―

計 78,603 12,361 6,254 2,318 99,537 (9,185) 90,352 

営業利益 3,144 1,576 280 13 5,015 ― 5,015 
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【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。  

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

    (1) アジア…………………中国、タイ、韓国、インド、シンガポール 

    (2) 北米……………………アメリカ 

    (3) ヨーロッパ……………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、オランダ 

    (4) その他の地域…………オーストラリア、ニュージーランド 

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

 アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,124 2,158 694 124 9,102 

Ⅱ 連結売上高(百万円)  31,627 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 19.4 6.8 2.2 0.4 28.8 

 アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 17,207 6,701 3,058 301 27,269 

Ⅱ 連結売上高(百万円)  90,352 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 19.1 7.4 3.4 0.3 30.2 
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【セグメント情報】 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平
成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針
第20号 平成20年３月31日)を適用しています。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が
経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま
す。 
  当社グループは、主にモーションコントロール技術を核とした製品の生産、販売をしており、「精密
機器事業」、「輸送用機器事業」、「航空・油圧機器事業」、「産業用機器事業」の４つを報告セグメ
ントとしています。  
 「精密機器事業」は精密減速機、精密アクチュエーター、三次元光造形装置、真空装置、高性能熱制
御デバイス等を生産しています。「輸送用機器事業」は鉄道車両用ブレーキ・ドア装置、商用車用エア
ブレーキ装置、舶用エンジン制御装置等を生産しています。「航空・油圧機器事業」は航空機用機器、
建設機械用走行モーター、風力発電機用駆動装置等を生産しています。「産業用機器事業」は建物用自
動ドア、食品向包装機械、専用工作機械等を生産しています。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

(単位：百万円) 

 
(注) １  セグメント間の内部売上高又は振替高に係る調整額は、セグメント間取引消去△906百万円であります。  

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

(単位：百万円) 

 
(注) １  セグメント間の内部売上高又は振替高に係る調整額は、セグメント間取引消去△328百万円であります。  

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

 報告セグメント
調整額 
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

精密  
機器事業 

輸送用 
機器事業 

航空・油
圧機器事

業 

産業用 
機器事業 

計

売上高     

(1)外部顧客に対する 
売上高 23,161 35,694 43,436 20,398 122,690 ― 122,690 

(2)セグメント間の 
内部売上高又は振替高 21 176 324 383 906 (906) ―

計 23,183 35,870 43,761 20,781 123,596 (906) 122,690 

セグメント利益 5,156 4,545 4,445 1,364 15,511 ― 15,511 

 報告セグメント
調整額 
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

精密  
機器事業 

輸送用 
機器事業 

航空・油
圧機器事

業 

産業用 
機器事業 

計

売上高     

(1)外部顧客に対する 
売上高 8,654 13,087 14,826 7,025 43,594 ― 43,594 

(2)セグメント間の 
内部売上高又は振替高 10 58 112 147 328 (328) ―

計 8,665 13,145 14,939 7,173 43,923 (328) 43,594 

セグメント利益 1,961 1,863 1,622 606 6,053 ― 6,053 
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(金融商品関係) 

  

    金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 
  

  

(有価証券関係) 

  

    有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

    デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 
  

  

(ストック・オプション等関係) 

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 １．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   販売費及び一般管理費 (株式報酬費用)    24百万円 

  

  

(資産除去債務関係) 

  

    企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動が認められる資産除去債務はありません。 

  

(賃貸等不動産関係) 

  

    賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。 
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(１株当たり情報) 

  

１．１株当たり純資産額 

  

 
  

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

  
  

  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

  

１株当たり純資産額 688.82円
 

 

１株当たり純資産額 628.29円

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 93,124百万円

普通株式に係る純資産額 87,088百万円

(差異の主な内訳)  

   新株予約権 135百万円

   少数株主持分 5,900百万円

普通株式の発行済株式数 127,212,607株

普通株式の自己株式数 781,421株

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数 

126,431,186株
 

純資産の部の合計額 85,167百万円

普通株式に係る純資産額 79,404百万円

(差異の主な内訳)  

  新株予約権 73百万円

  少数株主持分 5,689百万円

普通株式の発行済株式数 127,212,607株

普通株式の自己株式数 832,184株

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数 

126,380,423株

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 15.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 15.23円
 

１株当たり四半期純利益 80.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 80.84円
 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

 (潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に 
 用いられた普通株式増加数の主要な内訳) 

 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式につい
て、前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 

四半期連結損益計算書上の 
四半期純利益 

1,930百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,930百万円

普通株式の期中平均株式数 126,743,530株

     

   新株予約権 7,102株

 

   ―
 

 

 (潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に 
 用いられた普通株式増加数の主要な内訳) 

 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式につい
て、前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益 

10,220百万円

普通株式に係る四半期純利益 10,220百万円

普通株式の期中平均株式数 126,405,805株

     

  新株予約権 20,670株

 

   ―
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第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

  

 自動ドア事業の取得 
  

当社は平成23年１月31日開催の取締役会において、スイスの Kaba Holding AG社(以下、Kaba社

といいます。)が有する自動ドア事業部門を、同社子会社である Kaba Gilgen AG社の株式の取得を

通じて買収することを決議し、株式取得に向けて手続を開始しました。 
  

 １．買収の目的 

Kaba社の自動ドア事業は、欧州で長い歴史と、「Gilgen」、「Kaba」、或いは「Kaba 

Gilgen」として、高いブランド力を誇るほか、鉄道用プラットホームドア事業を欧州、米国、

中国を含む東アジアで展開しています。 

当社は、NABCOブランドを主に、日本、米国、中国で自動ドアの製造・販売を行い、世界ト

ップメーカーの地位を築いており、また、鉄道用プラットホームドア事業においても日本及び

アジアで展開しております。 

今回の事業取得の結果、日本、米国、中国に欧州を加えた世界４極にて事業展開をすること

で、その地位をさらに強化してまいります。 
  

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 10.43円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 10.43円
 

１株当たり四半期純利益金額 34.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 34.05円

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

 (潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に 
 用いられた普通株式増加数の主要な内訳) 

 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式につい
て、前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 

四半期連結損益計算書上の 
四半期純利益 

1,318百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,318百万円

普通株式の期中平均株式数 126,416,319株

     

   新株予約権 7,102株

 

   ―
 

 

 (潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に 
 用いられた普通株式増加数の主要な内訳) 

 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式につい
て、前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益 

4,305百万円

普通株式に係る四半期純利益 4,305百万円

普通株式の期中平均株式数 126,433,768株

     

  新株予約権 20,670株

 

   ―
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 ２．買収する会社の概要 

   

 ３．株式取得の相手先の概要 

   

 ４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

   

 ５．支払資金の調達 

自己資金 
  

 ６．日程 

取締役会承認日  平成23年１月31日 

株式取得予定日  平成23年４月１日 
  

 ７．業績への影響 

当該事業の取得に関する連結決算への算入は、平成24年３月期を予定しており、現時点にお

いて、今期業績への影響はありません。 

今後の業績に重要な影響が見込まれる場合は、速やかに開示いたします。 
  

(1) 名称 Kaba Gilgen AG 

(2) 所在地 Freiburgstrasse 34 CH-3150 
Schwarzenburg, Switzerland 

(3) 代表者 CEO Jakob Gilgen

(4) 事業内容
建物用自動ドア、鉄道用プラットホームドア、可動パー
ティション、可動ゲート等の製造・販売 

(5) 資本金 2百万スイスフラン

(6) 設立 1961年

(7) 大株主及び持株比率 Kaba Holding AG (100％)

(8) 最近事業年度における業績の動向

 決算期 2009年６月期 2010年６月期

 純資産 60百万スイスフラン 62百万スイスフラン 

 総資産 242百万スイスフラン 253百万スイスフラン 

(1) 名称 Kaba Holding AG 

(2) 所在地 Hofwisenstrasse 24, 8153 Ruemlang, Switzerland 

(3) 代表者 取締役会長 Ulrich Graf、CEO Rudolf Weber 

(4) 事業内容
入退室管理システム及びセキュリティーゲート等の各種
セキュリティ機器、建物用自動ドア、鉄道用プラットホ
ームドア、キーシリンダー及び錠前等の製造・販売 

(5) 資本金 0.4百万スイスフラン

(6) 設立 1862年

(7) 純資産 374百万スイスフラン

(8) 総資産 991百万スイスフラン

(9) 大株主及び持株比率 
Karin Forrer 5.2％
Ulrich Bremi 5.1％ 
Allianz SE  5.0％ 

(1) 異動前の所有株式数  0株(所有割合 0％)

(2) 取得株式数 2,001株(取得価額：約20,000百万円(予定)) 

(3) 異動後の所有株式数 2,001株(所有割合100％)
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(リース取引関係) 

  

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている所有権移転外ファイナンス・リース取引

は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

  

  

  

 第８期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年10月29日開催

の取締役会において、平成22年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質

権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。 

     ① 中間配当金の総額                1,143百万円 

     ② １株当たり中間配当金                  ９円 

     ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成22年12月８日 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年２月10日

ナブテスコ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナ

ブテスコ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナブテスコ株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    宍  戸    通  孝    印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    原  田    大  輔    印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    池  亀         寛    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  
平成23年２月10日

ナブテスコ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナ

ブテスコ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナブテスコ株式会社及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成23年１月31日開催の取締役会において、スイスの

Kaba Holding AG社が有する自動ドア事業部門を、同社子会社であるKaba Gilgen AG社の株式の取得を通じ

て買収することを決議し、株式取得に向けて手続を開始している。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    宍    戸    通    孝    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    原    田    大    輔    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    池    亀         寛    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長である松本和幸は、当社の第８期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22

年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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